
平成 年 3 月

平成 年度 平成 38

１．事業概要

（１）事業の現況

　①　給　水

　②　施　設

　③　料　金

現行の料金体系は、基本料金と従量料金の二部料金制としている。基本料金は、口径別に差別制としている。

1.基本料金 2.水量料金

・各料金には消費税及び地方消費税が加算される。

　④　組　織

（２）これまでの主な経営健全化の取組

民間活用について

施設の統廃合について

広域化について(*1)

％

水量

10m3まで

1,500円

法適（全部・財務）
・ 非 適 の 区 分

基本料金

13mm

50mm

1,000円

5,000円

浄水場設置数

配水池設置数

953.9

千ｍ

 ／日

区分 料金

50円/1m3

施 設 利 用 率 61.05

計 画 給 水 人 口 1,329

現 在 給 水 人 口 1,176

117.2
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昭和 30 年 7 月 15 日

法非適用

施 設 数

策 定 日 ：

年度

7

14.64

供 用 開 始 年 月 日

料金体系の
概要・考え方

口径別

10m3を超え20m3まで

20m3を超え50m3まで

50m3を超えるもの

1m3につき 250円

一般用

臨時用

人

人

千 ／ha

100円/1m3

計 画 期 間 ：

43

～

管 路 延 長

水 源

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

愛知県北設楽郡豊根村

豊根村簡易水道事業

施 設 能 力

坂宇場簡易水道と宇連簡易水道の事業統合を行い、宇連簡易水道の浄水機能を休止。

村内の水道事業（簡易水道6ヵ所、飲料水供給施設2ヵ所）を事業統合し豊根村簡易水道として一元
管理を行う。これに合わせ牧舟山内簡易水道と大間飲料水供給施設を一体化し大間飲料水供給施設
の浄水機能を休止。

*1　「広域化」とは、①事業統合、②経営の一体化、③管理の一体化、④施設の共同化をいい、それぞれの内容は以下のとおりである。
①経営主体も事業も一つに統合された形態、②経営主体は一つだか、認可上、事業は別の形態、③維持管理業務や総務系の事務処理などを共同実施あるいは共同委託等により実
施する形態、④浄水場、配水池、水質試験センターなどの施設を共同保有する形態

豊根村簡易水道事業経営戦略

150円/1m3

200円/1m3
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2,500円

4,000円

20mm

25mm

30mm

40mm

平成16年度

平成22年度

平成28年度現在、水道に関する業務は施設課にて行っており、車両運行に関する業務を兼務しながら従事している。
水道事業については、設計、施工、監督、事務及び料金徴収関係と施設の維持管理関係を含め1名で対応している。なお、緊急時や点検補
修などの人手を要するときは施設課全体で対応することとしている。
職員給与の予算措置は、水道事業担当者分の1名を水道事業特別会計で計上している。
詳細は別紙-1、施設課組織図のとおり。

現在愛知県広域化研究会、設楽町、東栄町、豊根村による3町村合同研究会などで広域化等について話し合いを
行っている。

現在水質検査業務を民間業者に委託している。

平成元年　3　月　12　日
料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の
改 定 は 含 ま な い ）

10,000円

　表流水　, 　ダム　, 　伏流水　, 　地下水　, 　受水　, 　その他



（３）経営比較分析表を活用した現状分析

２．将来の事業環境

（１）給水人口の予測

平成29年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

1,166人 1,124人 1,102人 1,085人 1,068人 1,049人 1,032人 1,015人 1,002人

（２）水需要の予測

平成29年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

125,373m3 122,162m3 121,267m3 119,955m3 118,643m3 117,927m3 116,603m3 115,2793m 114,266m3

（３）料金収入の見通し

平成29年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

21,761千円 21,420千円 21,327千円 21,184千円 21,047千円 20,966千円 20,821千円 20,683千円 20,571千円

（４）施設の見通し

（５）組織の見通し

３．経営の基本方針

年度

料金収入

年間有収水量

給水人口の予測が減少傾向に進んでいることを受け、有収水量も減少することが予想される。過去の実績を基に予測を行った推計値は以下
のとおり。

総合戦略に掲げた取組の実施とPDCAサイクルの確立を実現し、目標に近付くよう進めていくが、年々減少傾向に進むことは避けられない。

豊根村総合戦略策定に掲げた、2060年に人口900人を確保する目標に合わせ、給水人口の予測を行った推計値は以下のとおり。

年度

給水人口

年度

実績値から見ると、メータ口径13、20mmの一般家庭の使用量は減っているが、30mm以上の営業用水量は横ばいであったことから、将来的に
も一般家庭での使用量が減少すると見込まれる。

水需要の予測が減少傾向に進んでいることを受け、料金収入も減少することが予想される。水需要予測を基に基本料金と従量料金に当ては
め算出した値は以下のとおり。

料金収入が減少していく見込みであるため、水需要者に理解を求め、適切な時期を図って料金改定を行っていく予定である。

平成30年度

平成30年度

21,586千円

　別紙-2、経営比較分析表のとおり。

本村の水道施設は、昭和47年の坂宇場簡易水道が始まりとなっている。各水道事業で拡張や統合を行い、平成22年に6簡易水道、2飲料水供
給施設を統合するための変更認可受け、現在豊根村簡易水道として運営を行っている。
いくつかの拡張事業時に古くなった管路を更新した経緯もあり、管路の耐用年数である40年を経過した路線は今現在ではない状況である。
ただし、布設当時、塩化ビニル管が主な管材であったこともあり部分的に漏水が発生している箇所もある。こうした管路は現在も国や県の
補助を受けつつ更新を行っており、平成29年度以降も6年間の計画で工事を進めていく予定である。これにより現在53%程度となっている有
収率の向上を図る。
浄水場などの施設については耐用年数である60年を経過した施設は今現在ないが、管路も含めいずれ訪れる更新時期に備え、計画的に事業
が行えるよう準備をしていく。

現体制が、設計、施工、監督、事務及び料金徴収関係と施設の維持管理関係で1名の主担当者が業務に従事している状況であり、これ以上
の人員削減はあり得ないため現体制を維持していく必要がある。緊急時や点検補修などの人手を要するときは施設課全体で対応することも
維持する必要がある。
今後も安定した水道水の供給を目指していくために、設楽町、東栄町、豊根村による3町村合同研究会などの協力体制を整え、職員の人材
育成を行っていきたいと考えている。

豊根村総合戦略に掲げられた2060年に人口900人程度を確保する目標の中で持続できる豊根村づくりを進めていくには、水道施設は欠くこ
とのできない物のひとつであると捉えている。そこには安全な水を安定して供給する、災害に強い水道、給水サービスの向上などを進めて
いかなければならないと考えている。しかしながらこれらを実践していくためには水道事業が持続可能であればこそできることと考えてい
る。それを実現していくために施設のダウンサイジングや施設管理の効率化による経費の削減や、水道料金の見直し等を進めていき、なお
厳しい財政状況の中で国や県の補助金や、一般会計からの繰入金も活用しながら、持続可能な水道をめざして取り組みを進めていくもので
ある。

123,691m3

平成30年度

1,144人



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）投資・財政計画（収支計画）　：　 別　表　の　と　お　り

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

　①　収支計画のうち投資についての説明

　②　収支計画のうち財源についての説明

　③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

　①　投資について検討状況等

そ の 他 の 取 組

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

広 域 化

平成28年度は予算額とした。
人件費は、現状の職員体制が変わらないものとし、定期昇給分（1.0％）の上昇のみを考慮した。
修繕費は、平成28年予算額を採用し、この先も同額で推移するものとした。
電気・電話費は、平成28年度予算額を同年の1日平均給水量で除算し、これを原単位とし、各年度の1日平均給水量に乗算し算出した。
委託費は、水質検査料及びメータ検針費で、平成28年予算額を採用し、この先も同額で推移するものとした。（物価に対する増加指数を
0.0%としたため）
保守・借地料は、平成28年度予算額を採用し、この先も同額で推移するものとした。
維持工事費は、過去の実績値を考慮し、この先も同額で推移するものとした。
その他は、平成28年予算額を採用し、この先も同額で推移するものとした。

目 標

目 標

現時点での活用は未検討。近隣市町村との広域化となれば活用も検討されるものと考える。

いくつかの施設で統廃合は完了している。他の施設でも統廃合が可能か事業費を含め検討を進めて
いく。

水の使用量が減少していく中、浄水処理能力の調整や配水池水位の調整など運転方法の検討を進め
ていく。

今後、耐用年数を迎える各施設の資産調査と施設状態を踏まえ検討を進めていく。

現在愛知県広域化研究会、設楽町、東栄町、豊根村による3町村合同研究会などで検討を進めてい
く。

耐震化を考慮し、更新中の管路については、配水用ポリエチレン管を採用している。施設について
は、配水池に緊急遮断弁の導入も進めていきたい。防災に関しては、県の防災システムの有効利用
を考えていきたい。

一部塩化ビニル管路等で発生している漏水管路の更新を優先的に進め、将来訪れる施設の更新についても延命化
を図りつつ適切に進めていく。

豊根村水道事業の耐用年数を迎えるまでの年数は、早いもので管路は6年、施設は26年となっている。管路については、塩化ビニル管路等
で漏水の確認もされていることから、平成29年度より6年計画で更新の予定である。更新済管路、現在更新中の管路も含め更新完了後には
有収率の向上が期待できる。施設については、少し先の更新となるため今回の計画には盛り込まれていないが、延命処置の判断も含めて適
正な時期に調査を進めていく予定である。この調査を基に施設更新の平準化を図り無理のない財政計画が立てられるよう進めていく。

これまでも工事実施については、国と県の補助金、企業債及び一般会計からの繰入を財源として行ってきた。現
在行っている事業についても同様であり、今後もこれらの財源が必要であると考える。営業費用についても給水
料金のみでの経営は困難なものとなっており、一般会計からの繰り入れは必要なものであると考える。料金収入
が減少に向かう中で、必要経費の抑制や業務の効率化を図りつつ、収支の均衡が適切に保たれるよう取り組んで
いく。

財源内訳
　国及び県補助金：補助金交付の採択基準に従って算定された額を財源として見込む。
　　　　　企業債：補助金対象額に対する基準額を財源として見込む。
　　　　一般会計：補助金及び企業債以外の費用を財源として見込む。
　　　　料金収入：水需要の推計で算出した値をもって、現行の料金体系である基本料金（口径別に差別制）と従量料金の二部料金制に
　　　　　　　　　当てはめ算出した費用を財源として見込む。



　②　財源について検討状況等

　③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

繰 入 金

そ の 他 の 取 組

動 力 費

そ の 他 の 取 組

企 業 債

*2　遊休資産の売却や貸付、債券運用の導入、小水力発電や太陽光発電など

委 託 料

修 繕 費

料 金

今後予定している事業や予測される事業について国や県の補助金の活用や交付金措置の利用など貴
重な財源となるので、適正な利用の検討を進めていく。

住民サービスの向上や、業務の効率化、担当職員の負担軽減につながる分野について、民間委託等
を検討する。

資産調査を踏まえ、計画的な更新を検討し、修繕費の平準化を図る。

設備の更新時に高効率で省エネルギー機器の選定や、現在でも基準の一つとしている、メンテナン
スのしやすさや汎用性の高さなどを機器の選定に取入れ、施設の適切な運用に努め、費用の抑制が
出来るよう取り組む。

水道事業担当者の増員を検討したいところではあるが、人件費の増加は難しいため、人事異動等で
スムーズな引継ぎ時が出来るようノウハウについての検証を行う。

本経営戦略で掲げた取組の効果や状況を適切に把握するため、毎年検証を行っていく。また、検証
結果を踏まえ、3～5年ごとに見直しを行い、PDCAサイクルを回していく。

需要者へのサービス内容や満足度などを踏まえ適正な料金設定を検討していく。料金改定も適正な
時期を図って行っていく。

平成29年度より6年計画で塩化ビニル管路等の更新を予定しており、その財源として見込んでいる。
今後も施設や管路等の更新事業を行う際には必要であると考えるが、その際は過剰な将来負担を残
さないためにも必要な額を適正に見込みたいと考えている。

料金収入等の企業収益だけで必要な財源を確保することは今後も難しいと考えられるため、一般会
計からの繰入金に頼らざるを得ないが、適正な料金収入を確保し、今後少しでも繰入額を減らして
いきたいと考えている。

現時点での遊休資産は保有していないが、今後遊休資産を保有することになった場合は、有効な活
用手段を検討していく。また、小水力発電や太陽光発電などについても維持管理費等の経費が嵩む
ことが予測されるため、現時点では検討が進んでいないが、今後検討していく。
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値
）

平
成

2
7
年

度
全

国
平

均

※
　

平
成

2
3
年

度
か

ら
平

成
2
5
年

度
に

お
け

る
各

指
標

の
類

似
団

体
平

均
値

は
、

当
時

の
事

業
数

を
基

に
算

出
し

て
い

ま
す

が
、

管
路

更
新

率
に

つ
い

て
は

、
平
成

2
6
年

度
の

事
業

数
を

基
に

類
似

団
体

平
均

値
を

算
出

し
て

い
ま

す
。

全
体

総
括

今
後

も
継

続
し

た
配

水
管

や
水

道
施

設
の

更
新

が
必

要
と

な
る

た
め

、
財

源
確

保
に

努
め

る
と

と
も

に
施

設
の

統
合

も
視

野
に

入
れ

、
管

理
体

制
の

効
率

化
等

に
よ

る
経

費
削

減
を

図
る

な
ど

、
収

支
の

将
来

性
を

鑑
み

た
経

営
計

画
の

見
直

し
が

必
要

で
あ

る
。

ま
た

、
供

給
し

た
配

水
量

の
効

率
性

を
高

め
て

い
く

こ
と

も
課

題
で

あ
る

。

「
施

設
全

体
の

減
価

償
却

の
状

況
」

「
管

路
の

経
年

化
の

状
況

」
「

管
路

の
更

新
投

資
の

実
施

状
況

」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況
に

つ
い

て

　
配

水
管

や
電

気
計

装
機

器
等

の
老

朽
化

に
伴

い
計

画
的

に
更

新
を

行
っ

て
い

る
が

、
配

管
延

長
が

長
い

こ
と

や
数

多
く

の
水

道
施

設
を

有
し

て
い

る
た

め
、

財
源

確
保

が
厳

し
い

状
況

下
で

の
更

新
は

ス
ロ

ー
ペ

ー
ス

と
な

っ
て

い
る

。
更

新
の

必
要

性
が

高
い

地
区

か
ら

引
き

続
き

効
率

的
に

更
新

を
図

っ
て

い
く

。

「
料

金
水

準
の

適
切

性
」

「
費

用
の

効
率

性
」

「
施

設
の

効
率

性
」

「
供

給
し

た
配

水
量

の
効

率
性

」

2
.
 
老

朽
化

の
状

況

6
2
.
6
9

【
】

分
析

欄

1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
1
.
 
経

営
の

健
全

性
・

効
率

性
に

つ
い

て

-
該

当
数

値
な

し
9
8
.
6
6

2
,
7
0
0

1
,
1
7
6

1
8
.
7
6

①
収

益
的

収
支

比
率

　
愛

知
県

で
最

も
標

高
が

高
い

地
域

で
あ

り
、

山
間

地
域

特
有

の
起

伏
に

富
ん

だ
地

形
で

集
落

が
点

在
し

て
い

る
た

め
、

管
路

が
長

く
浄

水
場

・
配

水
地

等
の

水
道

施
設

も
数

多
い

こ
と

か
ら

、
維

持
管

理
経

費
が

嵩
む

反
面

、
人

口
減

少
に

よ
り

収
益

が
減

少
し

て
い

る
こ

と
か

ら
厳

し
い

経
営

状
況

で
あ

る
。

④
企

業
債

残
高

対
給

水
収

益
比

率
　

企
業

債
残

高
対

給
水

収
益

比
率

は
料

金
収

入
に

対
す

る
企

業
債

残
高

の
割

合
で

あ
る

が
、
前

述
の

と
お

り
、

管
路

が
長

く
、

水
道

施
設

も
多

い
た

め
、

施
設

整
備

等
の

費
用

が
嵩

む
が

、
料

金
収

入
は

限
ら

れ
て

い
る

た
め

、
企

業
債

に
頼

ら
ざ

る
を

得
ず

、
類

似
団

体
平

均
よ

り
高

く
推

移
し

て
い

る
。

⑤
料

金
回

収
率

　
給

水
収

益
に

比
べ

一
般

会
計

か
ら

の
繰

入
金

の
方

が
多

く
、

収
益

だ
け

で
は

賄
え

な
い

が
類

似
団

体
よ

り
も

回
収

率
は

高
い

。
⑥

給
水

原
価

　
配

水
管

の
布

設
替

や
計

装
機

器
整

備
等

を
毎

年
実

施
し

て
お

り
原

価
も

増
加

傾
向

に
あ

る
が

、
類

似
団

体
平

均
よ

り
は

低
く

推
移

し
て

い
る

。
⑦

施
設

利
用

率
　

増
加

傾
向

に
あ

り
、

類
似

団
体

平
均

よ
り

は
高

く
効

率
的

な
利

用
を

し
て

い
る

。
⑧

有
収

率
　

計
画

的
に

水
道

管
は

更
新

し
て

い
る

も
の

の
、

管
路

延
長

が
長

く
漏

水
調

査
等

が
進

ん
で

い
な

い
現

状
で

あ
り

、
類

似
団

体
の

平
均

よ
り

は
低

く
な

っ
て

い
る

。
ま

た
、

冬
期

の
水

道
管

凍
結

防
止

た
め

に
排

水
を

し
て

い
る

こ
と

も
、

有
収

率

「
単

年
度

の
収

支
」

「
累

積
欠

損
」

「
支

払
能

力
」

「
債

務
残

高
」

7
.
6
1

■

資
金

不
足

比
率

(
％

)
自

己
資

本
構

成
比

率
(
％

)
普

及
率

(
％

)
1
か

月
2
0
ｍ

3
当

た
り

家
庭

料
金

(
円

)
現

在
給

水
人

口
(
人

)
給

水
区

域
面

積
(
k
m
2
)

給
水

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

－

法
非

適
用

水
道

事
業

簡
易

水
道

事
業

D
4

1
,
1
8
7

1
5
5
.
8
8

経
営

比
較

分
析

表
愛

知
県

　
豊

根
村 業
務

名
業

種
名

事
業

名
類

似
団

体
区

分
人

口
（

人
）

面
積

(
k
m
2
)

人
口

密
度

(
人

/
k
m
2
)

0
.0

0

0
.2

0

0
.4

0

0
.6

0

0
.8

0

1
.0

0

1
.2

0

1
.4

0

H2
3

H
24

H
25

H
26

H2
7

当
該

値
0
.0

0
0
.0

0
0
.0

0
0.

00
0
.4

4

平
均

値
0
.6

1
0
.3

7
0
.7

0
0.

91
1
.2

6

0
.0

0

1
0.

0
0

2
0.

0
0

3
0.

0
0

4
0.

0
0

5
0.

0
0

6
0.

0
0

7
0.

0
0

8
0.

0
0

H
23

H
24

H
25

H2
6

H2
7

当
該

値
6
4.

2
9

62
.
36

5
7.

3
3

5
8.

9
8

6
0.

2
0

平
均

値
6
8.

6
1

70
.
76

7
1.

6
6

7
3.

0
6

7
2.

0
3

0
.0

0

0
.1

0

0
.2

0

0
.3

0

0
.4

0

0
.5

0

0
.6

0

0
.7

0

0
.8

0

0
.9

0

1
.0

0

H2
3

H
24

H
25

H
26

H2
7

当
該

値

平
均

値

0
.0

0

0
.1

0

0
.2

0

0
.3

0

0
.4

0

0
.5

0

0
.6

0

0
.7

0

0
.8

0

0
.9

0

1
.0

0

H2
3

H
24

H
25

H
26

H2
7

当
該

値

平
均

値

①
収
益

的
収

支
比
率

(
％

)

0
.0

0

0
.1

0

0
.2

0

0
.3

0

0
.4

0

0
.5

0

0
.6

0

0
.7

0

0
.8

0

0
.9

0

1
.0

0

H
23

H2
4

H
25

H
26

H
27

当
該

値

平
均

値

0
.0

0

0
.1

0

0
.2

0

0
.3

0

0
.4

0

0
.5

0

0
.6

0

0
.7

0

0
.8

0

0
.9

0

1
.0

0

H
23

H2
4

H
25

H
26

H
27

当
該

値

平
均

値

0
.0

0

5
00

.
00

1
,0

0
0.

0
0

1
,5

0
0.

0
0

2
,0

0
0.

0
0

2
,5

0
0.

0
0

H
23

H
24

H2
5

H
26

H
27

当
該

値
2
,1

4
2.

3
7

2
,0

4
1.

0
3

2
,0

4
2.

5
8

1,
99

8
.0

0
1
,8

6
4.

6
8

平
均

値
1
,4

4
2.

5
1

1
,4

9
6.

1
5

1
,4

6
2.

5
6

1,
48

6
.6

2
1
,5

1
0.

1
4

0
.0

0

5
.0

0

1
0.

0
0

1
5.

0
0

2
0.

0
0

2
5.

0
0

3
0.

0
0

3
5.

0
0

4
0.

0
0

4
5.

0
0

H
23

H
24

H
25

H2
6

H2
7

当
該

値
4
1.

7
4

38
.
19

3
9.

7
6

3
8.

8
7

3
8.

0
7

平
均

値
3
3.

3
0

33
.
01

3
2.

3
9

2
4.

3
9

2
2.

6
7

0.
00

1
00

.
00

2
00

.
00

3
00

.
00

4
00

.
00

5
00

.
00

6
00

.
00

7
00

.
00

8
00

.
00

9
00

.
00

H
23

H
24

H
25

H2
6

H
27

当
該

値
4
67

.
75

5
11

.
27

48
8
.9

5
5
19

.
48

5
31

.
91

平
均

値
5
26

.
57

5
23

.
08

53
0
.8

3
7
34

.
18

7
89

.
62

0
.0

0

1
0.

0
0

2
0.

0
0

3
0.

0
0

4
0.

0
0

5
0.

0
0

6
0.

0
0

7
0.

0
0

H
23

H
24

H
25

H2
6

H2
7

当
該

値
6
0.

0
5

60
.
66

5
9.

1
6

6
0.

7
1

6
1.

0
5

平
均

値
5
0.

6
6

51
.
11

5
0.

4
9

4
8.

3
6

4
8.

7
0

0
.0

0

1
0.

0
0

2
0.

0
0

3
0.

0
0

4
0.

0
0

5
0.

0
0

6
0.

0
0

7
0.

0
0

8
0.

0
0

H
23

H
24

H
25

H2
6

H2
7

当
該

値
5
7.

7
8

57
.
42

5
6.

9
3

5
2.

5
9

5
3.

3
1

平
均

値
7
4.

1
3

74
.
16

7
4.

2
1

7
5.

2
4

7
4.

9
6

②
累

積
欠

損
金

比
率

(
％

)
③

流
動

比
率

(％
)

④
企

業
債
残

高
対

給
水

収
益

比
率

(
％

)

⑤
料
金

回
収

率
(
％

)
⑥

給
水

原
価

(円
)

⑦
施

設
利

用
率
(
％

)
⑧

有
収

率
(
％

)

①
有

形
固

定
資

産
減

価
償

却
率

(
％

)
②
管

路
経

年
化

率
(
％

)
③

管
路

更
新

率
(
％

)

【
75
.5
1】

【
1
,2
42
.9
0】

【
75
.2
7】

【
57
.5
8】

【
5
24
.6
9】

【
33
.3
5】

【
0
.7
1】

該
当
数

値
な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し

該
当

数
値

な
し



投
資

・
財

政
計

画
（
収

支
計

画
）

（
別
表
）

（
単
位
：
千
円
，
％
）

年
　
　
　
　
　
　
度

平
成

2
7
年

度
平

成
2
8
年

度

区
分

（
決

算
）

決
算

見
込

1
(A
)

4
1
,9
5
7

4
2
,0
3
5

3
7
,4
2
0

3
6
,7
4
8

3
6
,0
6
3

3
5
,3
6
9

3
4
,6
3
8

3
3
,8
8
2

3
3
,1
1
7

32
,2
1
8

3
1
,3
5
2

3
0
,6
1
8

（
１
）

(B
)

2
6
,5
8
6

2
6
,2
4
9

2
1
,8
1
0

2
1
,6
3
4

2
1
,4
6
9

2
1
,3
7
5

2
1
,2
3
2

2
1
,0
9
5

2
1
,0
1
4

2
0
,8
7
0

2
0
,7
3
2

2
0
,6
2
0

ア
2
6
,5
3
6

2
6
,2
0
1

2
1
,7
6
2

2
1
,5
8
6

2
1
,4
2
1

2
1
,3
2
7

2
1
,1
8
4

2
1
,0
4
7

2
0
,9
6
6

2
0
,8
2
2

2
0
,6
8
4

2
0
,5
7
2

イ
(C
)

ウ
5
0

4
8

4
8

4
8

4
8

4
8

4
8

4
8

4
8

4
8

4
8

4
8

（
２
）

1
5
,3
7
1

1
5
,7
8
6

1
5
,6
1
0

1
5
,1
1
4

1
4
,5
9
4

1
3
,9
9
4

1
3
,4
0
6

1
2
,7
8
7

1
2
,1
0
3

1
1
,3
4
8

1
0
,6
2
0

9
,9
9
8

ア
1
4
,8
7
9

1
5
,7
7
8

1
5
,6
0
2

1
5
,1
0
6

1
4
,5
8
6

1
3
,9
8
6

1
3
,3
9
8

1
2
,7
7
9

1
2
,0
9
5

1
1
,3
4
0

1
0
,6
1
2

9
,9
9
0

イ
4
9
2

8
8

8
8

8
8

8
8

8
8

8
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(D
)

4
0
,6
2
7

4
2
,0
3
5

3
7
,4
2
0

3
6
,7
4
8

3
6
,0
6
3

3
5
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6
9

3
4
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3
8

3
3
,8
8
2

3
3
,1
1
7

32
,2
1
8

3
1
,3
5
2

3
0
,6
1
8

（
１
）

2
8
,7
0
1

3
0
,8
1
5

2
6
,8
9
7

2
6
,9
4
1

2
6
,9
9
4

2
7
,0
6
5

2
7
,1
2
6

2
7
,1
8
7

2
7
,2
6
7

2
7
,3
3
0

2
7
,3
9
5

2
7
,4
6
9

ア
7
,7
4
8

8
,6
3
9

9
,4
8
5

9
,5
7
7

9
,6
7
3

9
,7
7
0

9
,8
6
8

9
,9
6
7

1
0
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6
7

1
0
,1
6
8

1
0
,2
7
0

1
0
,3
7
3

7
4
9

7
5
6

7
6
4

7
7
2

7
8
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7
8
8

7
9
6

8
0
4

8
1
2

8
2
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8
2
8

イ
2
0
,9
5
3

2
2
,1
7
6

1
7
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1
2

1
7
,3
6
4

1
7
,3
2
1

1
7
,2
9
5

1
7
,2
5
8

1
7
,2
2
0

1
7
,2
0
0

1
7
,1
6
2

1
7,
1
2
5

1
7
,0
9
6

（
２
）

1
1
,9
2
6

1
1
,2
2
0

1
0
,5
2
3

9
,8
0
7

9
,0
6
9

8
,3
0
4

7
,5
1
2

6
,6
9
5

5
,8
5
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4
,8
8
8

3
,9
5
7

3
,1
4
9

ア
1
1
,9
2
6

1
1
,2
2
0

1
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